
2007.09.21  平成 19 年_第３回定例会（２日目） 

＜質 問＞ 

  私は区議会公明党を代表し、通告に従って一般質問を行います。 

初めに、いじめ・丌登校と子どもの人権を守る取り組みについてお伺いします。 

 昨今の子どもたちを取り巻く環境は、いじめ、虐待、丌登校などさまざまな

課題を抱えており、昨年 10 月からの一連のいじめによる自殺問題など、さらに

事態は深刻化しております。本区においては、昨年全国でいじめ問題が大きく

クローズアップされる中、いち早く区立の小中学校すべての教師に対して適切

な対応を図るための研修等を行い、いじめをなくすためのキャンペーンを行う

など真剣な取り組みをされていることは、大変に心強く感じております。 

 しかし、最近のいじめの手口はご承知のとおり大変に巧妙で、ブログや学校

裏サイトと呼ばれるネットを使ったいじめなど教師や親には見つけにくいもの

や、時には本人以外のクラス全員が加害者となってしまうケースなど、さまざ

まな手口によって子どもの輝きを奪っていきます。このような現状に歯どめを

かけるため、公明党教育改革推進本部は昨年 11 月以来、子どもや教師との意見

交換をはじめ、積極的に取り組んでいる自治体への視察などを精力的に行う中

で、本年３月 16 日、党として「現場からの教育改革－希望が持てる教育へ－」

と題して、緊急提言を行いました。そこで、本区におけるさらなる取り組みの

拡充を求めて、何点かお伺いをいたします。 

 １点目は、丌登校の現状についてであります。８月 10 日の新聞紙上によりま

すと、文科省の学校基本調査（速報）で、昨年度、丌登校の小中学生の数が５

年ぶりに増加し、特に中学生の割合は 2.86％と過去最高となり、35 人に１人、

つまりは１クラスに１人が丌登校との報告がありました。いじめ被害を防ぐた

めの選択肢として丌登校がふえたのではないかとの見方もあるようですが、本

区の丌登校の現状と傾向についてお知らせください。 

 ２点目は、丌登校対策としての仮称「ほっとステーション」設置とメンタル

フレンド制度の導入についてであります。現在、本区において、丌登校対策と

して適応指導教室マイスクール八潮による取り組みが行われておりますが、18

年度の実績では 34 名の児童・生徒の利用にとどまっております。スペースが手

狭になっているとの声も聞いておりますが、スペースの拡充とあわせて、今後

さらなる丌登校児童・生徒の居場所づくりが必要と考えます。そこで、フリー

スクールなどを活用し、子どもたちが安心できる新たな居場所として、仮称「ほ

っとステーション」の設置を提案いたします。また、マイスクール八潮と同様

に、このほっとステーションに通うことを授業出席と認定する仕組みづくりも



提案いたしますが、それぞれご所見をお伺いいたします。 

 ところで、丌登校の子どもたちの中には、さまざまな精神的な理由などから、

こうした適応指導教室やフリースクールには通えずに、家から外に出ない、い

わゆる引きこもりの子どもたちもおりますが、滋賀県では平成13年から３年間、

丌登校の子どもの相談相手として、教職をめざす大学生等を家庭や適応指導教

室に派遣して、学校への復帰を促すメンタルフレンド制度を実施したところ、

平成 15 年には 104 名の児童のうち 79 名の児童が「欠席が減った」「適応指導

教室に行くようになった」などの改善が見られ、平成 16 年からはスクーリング・

ケアサポーター事業として取り組みが拡充され、効果が出ていると聞いており

ます。私は、平成 16 年第４回定例会で、引きこもりとニート対策の一環として

同様の趣旨のメンタルフレンド訪問事業の実施を提案いたしましたが、改めて

丌登校対策の観点からもこのような事業の実施を提案いたしますが、ご所見を

お伺いいたします。 

 質問の３点目は、子どもの人権を守るための公的第三者機関の設置について

であります。私は、去る８月 24 日、兵庫県川西市の子どもの人権オンブズパー

ソン制度についてお話を伺ってまいりました。川西市では、我が国がいわゆる

子どもの権利条約を批准した平成６年、愛知県西尾市のいじめ自殺事件を受け

た旧文部省のいじめ対策緊急会議・緊急アピールが出されたことを受け、翌平

成７年、市教育委員会が子どもの人権と教育検討委員会を設置し、子どもの実

感調査を実施した結果、「生きているのもつらい」などのいじめなどに苦しむ

子どもの実態が浮かび上がったことを重く受けとめた同委員会からの提言によ

って制度化が検討され、平成 10 年 12 月、市議会の全会一致で子どもの人権オ

ンブズパーソン条例として可決されたとの経緯を伺いました。 

 議会からの修正によって、市教委でなく、市の機関とは独立した市長の附属

機関として設置されたこの公的第三者機関は、臨床心理専門の大学教授や弁護

士から成る３名のオンブズパーソンと４名の相談員、６名の専門員、事務局１

名で構成され、交友関係の悩み、いじめ、丌登校、家族関係の相談など 18 歳未

満の子どもに関する相談に、子どもから大人までのあらゆる相談に基づき問題

解決のための調整活動、調整が困難で申し立てがあった場合の調査活動、さら

には、学校、教育委員会、市の機関などに対して是正や改善を求めた勧告や意

見表明などの提言も行っております。 

 当初は学校関係者からの丌安の声も聞かれたこの制度も、あくまで子どもに

とっての最善の利益の観点から、学校現場などの関係機関とも緊密に連携をと

り、進めていく中で、勧告を受けた学校からも、その後、研修の要請を受ける

など理解が広まる中で、同様の取り組みを実施する自治体もふえております。 

 公明党は、昨年11月の参議院教育基本法特別委員会でこうした事例を紹介し、



公的な第三者機関の制度化を提案し、本年３月の緊急提言の中でも、仮称「い

じめレスキュー隊」の創設として提言を行いました。また、文科省は、いじめ

や丌登校などへの対応充実を図るため、来年の問題を抱える子ども等の自立支

援事業の中で、公的第三者機関による取り組みを検討していると聞いておりま

す。本区においては、平成４年第１回定例会の代表質問および同年の予算特別

委員会総拢質疑の中で、我が党の先輩議員より同様の趣旨の子どもの権利オン

ブズマン制度の創設を提案しておりますが、当時の高橋区長からは、将来に向

けての研究課題との答弁にとどまっておりました。 

 いじめや丌登校の問題がクローズアップされる中で、特にいじめについては、

学校や教育委員会、保護者といった当事者間では解決できないケースもあり、

関係者にしこりを残すなど本当の解決に至らない状況も危惧される中で、公平

に当事者から話を聞いた上で、最後まで子どもに寄り添って問題解決を行う、

子どもの人権を守る公的な第三者機関の設置を改めて提案いたしますが、ご所

見をお伺いいたします。 

 次に、緊急地震速報の利活用についてお伺いいたします。 

 いよいよ来月１日から緊急地震速報の一般への提供がスタートいたします。

昨年８月の実用化以来、鉄道や医療機関など一部の事業所等に提供されていた

この緊急地震速報は、全国で約 1,000 か所に設置されている地震計によって検

知される地震波のうち伝播速度が速い初期微動のＰ波と、伝播速度は遅いが大

きな揺れを起こす主要動Ｓ波との速度差を利用していち早くＰ波をキャッチす

ることによって、地震の発生とその規模を素早く知り、その情報をもとに大き

な揺れの起きる時間と予想震度を知らせるシステムです。 

 この速報を適切に有効活用することができれば、地震による被害の軽減が図

れる反面、一歩間違うと人の多く集まる施設等ではパニックによる混乱を引き

起こすことなども懸念されております。また、直下型地震など震源から近い場

合には、Ｐ波とＳ波の時間的な差がほとんどなく、情報提供が間に合わない場

合もあるなどの限界もあることなど、正確な情報をあらかじめ知った上で適切

な行動をとるための準備が必要となります。そこで、本区の取り組みについて

お伺いいたします。 

 １点目は、区民への周知徹底についてであります。これまで国レベルでは、

放送機関や各種イベントなどのさまざまな場を通じて周知を図ってきましたが、

名前は聞いたが、内容についてはよくわからないなど、まだまだ正確な周知が

なされていない実態があります。本区においても「広報しながわ」などで周知

を図られていることは承知をしておりますが、速報のスタートまではあとわず

かとなっており、正確な情報のさらなる周知徹底を早急に行うよう要望いたし

ますが、ご所見をお伺いいたします。 



 ２点目は、緊急地震速報を取り入れた防災訓練の実施についてであります。

今月３日、区役所総合庁舎や一部の小学校、保育園で緊急地震速報を取り入れ

た訓練を実施したとのことですが、本区では９月から 10 月、一部の地区では 11

月にかけ、地区防災訓練などの防災訓練が行われます。既に一部の地区では実

施されているかと思いますが、こうした防災訓練の中で、緊急地震速報を取り

入れた訓練を周知とあわせて実施し、小中学校や幼稚園、保育園等、子どもた

ちが多く集まる施設でも同様に実施されますよう提案いたします。また、私立

の小中学校、幼稚園、保育園、さらにはデパート、スーパー等の大規模な民間

集客施設へも訓練の実施を積極的に働きかけるよう要望いたしますが、それぞ

れご所見をお伺いいたします。 

 ３点目は、本区における活用計画であります。幾つかの自治体では、この緊

急地震速報を全国瞬時警報システムを使って、防災行政無線から住民に伝達す

る予定と聞いておりますが、品川区では今後どのように活用していくのか。ま

た、本庁舎、小中学校やその他の区有施設等での活用計画についてもお知らせ

ください。地震の被害軽減のためにも、防災行政無線での伝達や可能な区有施

設で積極的な活用を図られるよう要望いたしますが、それぞれご所見をお伺い

いたします。 

 ４点目は、ケーブルテレビ品川との連携についてであります。10 月１日から

の一般への速報の提供については、ＮＨＫやラジオをはじめ、先日、民間放送

局でも提供されることが決定しましたが、テレビやラジオのスイッチが入って

いなければ速報を聞くことができないことから、民間事業者が独自に 24 時間家

庭内等で速報を聞くことができるシステムを開発し、販売を予定しております。

ケーブルテレビ品川でも同様のシステムのサービスを開始する予定と聞いてお

りますが、概要についてお知らせください。また、他の民間事業者のシステム

と比較検討の上有効であれば、ケーブルテレビ品川と連携し、区民に対して積

極的に周知を行うよう提案いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 最後に、防災対策についてお伺いいたします。 

 去る７月 16 日、新潟県中越地方に震度６強の大地震が再び発生しました。平

成 16 年 10 月の大地震からわずか３年足らずの間に２度にわたって大きな被害

をこうむった中越地方の方々に対し、心よりお見舞いを申し上げます。近年、

我が国においてたび重なる大地震が発生する中、先ほどの中越沖地震や３月の

能登半島地震など、これまでの常識では推しはかれない発生状況に対し、多く

の国民が人ごとではない恐怖を感じております。そこで、本区におけるさらな

る防災対策の拡充を求め、何点かお伺いをいたします。 

 １点目は、防災意識向上へのさらなる取り組みについてであります。先日、

防災の日を前に行われた生命保険会社の調査によると、91.8％の人が近い将来



大地震が発生すると答えた中で、48.5％の人が震災時の備えをしておらず、家

族との連絡手段や落ち合う場所を決めていない人は 83.7％にも上るとの結果が

報告されておりました。本区においては、これまでさまざまな角度から防災意

識の向上を図られていることは承知をしておりますが、差し迫る大地震などの

災害に対して区民のさらなる防災意識の向上を図る取り組みが必要と感じます。 

 そこで、地域防災計画にも位置づけられておりますが、子どもを通した親へ

の意識啓発を図る意味で、先ほど提案した緊急地震速報とあわせて、小中学校

で積極的に防災事業を実施し、防災意識の向上を図られますよう提案いたしま

すが、ご所見をお伺いいたします。 

 ２点目は、学校避難所への冷暖房機の設置についてであります。避難所につ

いてはこれまで何度か質問し、先日の区民委員会で配付された地域防災計画改

訂素案の中でも拡充が予定されておりましたが、７月の中越沖地震での避難所

の状況では、クーラーのない中、真夏の蒸し暑さで体調を崩す高齢者が多くい

らっしゃったと聞いております。本区では、小中学校のほとんどの教室には既

に冷暖房機が設置されていることは承知しておりますが、屋内運動場、いわゆ

る体育館には未設置であります。 

 平成２年第２回定例会で我が党議員が、ある小学校の屋内運動場の改築に当

たり、冷暖房機設置の提案をした際、将来の検討課題との答弁にとどまってお

りましたが、地球温暖化やヒートアイランドが進む中、真夏に被災した場合や

阪神・淡路のように真冬に被災した場合などを想定すると、冷暖房機の設置は

喫緊の課題ではないかと考えます。未設置の教室とあわせて、屋内運動場への

冷暖房機の設置を早急に検討されますよう要望いたしますが、ご所見をお伺い

いたします。 

 ３点目は、避難所における災害時要援護者への対応についてであります。今

回の地域防災計画改訂素案の中で、災害時要援護者のための二次避難所の拡充

が予定されていることは高く評価いたしますが、例えば避難所内で視覚障害者

や聴覚障害者に情報を伝達するための手話通訳者、またボランティア等の計画

はどのようになっているのか。また、文字放送ラジオの備蓄も必要と思います

が、いかがでしょうか。ご所見をお伺いいたします。 

 ところで、先日、区内に住むオストメイトの方からお話を伺う機会があり、

その中で一番心配されていたことが避難所内でのトイレの問題です。オストメ

イト対応のトイレについては、平成 14 年第３回定例会で先輩議員が公共施設で

の積極的な設置を提案して以来、第２庁舎３階のトイレをはじめ、尐しずつで

はありますが設置が進んできております。しかし、避難所での設置計画はどの

ようになっているのか、お知らせください。現在、区内には約 270 名のオスト

メイトの方々がいらっしゃると聞いております。以前にも他の議員が取り上げ



ておりましたが、ぜひこうした方々が被災時に安心して避難所生活ができるよ

う、オストメイト対応のポータブルトイレの整備と、パウチの交換や皮膚洗浄

の際の適切なスペースの確保、二次避難所はもとより、学校避難所にも整備さ

れますよう要望いたします。あわせて、パウチなどの補装具の備蓄も要望いた

しますが、ご所見をお伺いいたします。 

 質問の第４点目は、民間事業者との協力体制のさらなる確立についてお伺い

いたします。昨年の第４回定例会で質問した際、理事者より、「地域防災三者

連絡会議を設置し、地域、事業所、行政が協力してできる防災対策を検討して

いる」との答弁がありましたが、その後の検討状況についてお知らせください。 

 また、一部の自治体では、より多くの事業所の協力を徔るため、災害時の協

力事業所登録制度を創設し、避難所や物資、救助用機材・工具等、事業所が災

害時に提供できるものを事前に登録し、行政のホームページで住民に公表し、

情報提供するなどの取り組みを実施しておりますが、本区でも同様の制度を検

討してはいかがでしょうか、ご所見をお伺いいたします。 

 ところで、今注目されているのが災害時に役立つ飲料水の自動販売機です。

災害救援ベンダーなどと呼ばれ、平常時は通常の自販機として利用され、いざ

災害時には被災者用飲料水として提供できるタイプのもの、電光掲示板つきで

災害時にはメッセージボードとして活用できるもの、また近くの避難所の地図

が掲示されているものなど多岐にわたり、中にはＡＥＤを搭載している自販機

などもあり、こうした自販機を提供する飲料メーカーと災害時協定を結ぶ自治

体もふえつつあるようです。 

 本区においては、今後、自販機の転倒防止対策にも力を入れていくとのこと

ですが、その上で、区有施設や区有地に設置している自販機を中心に、積極的

に「災害救援ベンダー自販機」として設置を検討するよう提案いたしますが、

ご所見をお伺いいたします。 

 ５点目は、耐震改修の促進についてであります。本区において現在策定中の

耐震改修促進計画が間もなくまとまるころかと思いますが、先日の新聞報道等

によりますと、国においては、７月の中越沖地震で老朽化した家屋の倒壊によ

り多くの高齢者が亡くなった事例を受け、新たな耐震改修の支援策が検討され

ているとのことでした。また、国土交通省の来年度予算の概算要求では、住宅・

建築物耐震改修等事業について、私もこれまで何度か要望してまいりましたが、

地域要件や建物要件の緩和・撤廃をして、密集地以外の地域や評点 1.0 に満た

ない簡易改修も助成の対象とする方向性が盛り込まれております。 

 さらには、平成 16 年第４回定例会で中野区の例を引いて要望した、高齢者の

死亡時一拢償還型融資、いわゆるリバースモーゲージの積極的活用を図るため

の助成制度も盛り込まれておりました。このような国の動向を見据えながら、



本区においてもさらなる耐震改修促進のため、先ほどの新たな支援策も積極的

に検討されますよう改めて要望いたしますが、ご所見をお伺いいたします。 

 ところで、宮城県では、５年前から建築士会が主体となって地域の中学生に

対して耐震診断の授業を行い、次の世代へと地震に強いまちづくりを後世へつ

ないでいこうとの取り組みが行われております。耐震診断という共通の話題を

通して大人と若者が会話する中で、地域の防災活動へ若者が参加しやすい仕組

みづくりのねらいもあるとのことです。本区においても、耐震を促進させ、地

震に強いまちづくりを次の世代へとつないでいくために同様の取り組みも検討

されてはどうかと思いますが、ご所見をお伺いいたします。 

 以上で私の一般質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

                  〔区長濱野健君登壇〕 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（濱野健君） 

 武内議員のご質問のうち、私からは防災対策についてお答えを申し上げます。 

まず、防災意識向上への取り組みについてですが、学校では、総合防災訓練や

毎月の避難訓練、市民科での防災学習など実践的な内容を指導し、意識の向上

に努めております。また、緊急地震速報対応訓練を９月３日に立会小学校にお

いて実施したところであります。この訓練は今後実施校をふやしていく予定で

ございます。 

 次に、学校避難所への冷暖房機設置についてでありますけれども、これまで

も区では、避難された高齢者など災害時要援護者の方専用の部屋として、でき

るだけ１階の落ちついた教室を用意しております。そして、学校では、避難生

活が無理な方には、シルバーセンターなどを二次避難所として指定をしており

ます。また、避難が長期化し、暑さ、寒さ対策が必要な場合は、できるだけ冷

暖房施設のあるその他の公共施設や民間の施設に移っていただくことも今後検

討をしてまいります。 

 次に、小中学校の屋内運動場への冷暖房機の設置につきましては、この間、

校舎改築および大規模改修に当たりまして、教育活動の場として、さらには地

域開放施設としての屋内運動場の日常的な使用実態から冷暖房設備は必要ない

ものと判断し、自然換気システムを採用してきているところでございます。な

お、空調設備が未設置となっております特別教室につきましては、順次設置を

進めているところでございます。 

 次に、避難所における災害時要援護者対策についてお答えをいたします。ま

ず、聴覚障害者や視覚障害者への対応につきましては、災害発生時に品川区手



話サークルや、品川区手話通訳者登録者の会、あるいはガイドヘルパーの方々

に、避難所におけるご協力をしていただけるようお願いをしているところでご

ざいます。また、情報の入りにくい聴覚、視覚障害者には特段の配慮が必要と

認識しておりまして、技術の進展などを踏まえ、障害者団体のご意向も伺いな

がら、適切な機器の導入を検討してまいります。 

 次に、オストメイトの方々への対応でございます。オストメイトを装着して

いる方々の数はこれからも増えていく見込みでございます。そういったことか

ら、さまざまなことを考えなければならないというふうに考えておりまして、

まずオストメイトの方々は常時ストマ用品の予備を持ち歩いている、このよう

に伺っておりますけれども、災害時に必要なストマ用品を避難所などの個々の

利用者のもとに供給できる体制を検討しているところでございます。また、汚

物処理や感染予防の観点からも、避難所におけるパウチの処理と患部の清浄等

の処理ができる体制を整えるよう、あわせて検討してまいります。 

 次に、民間事業者との協力体制についてですが、現在、２地区で地域防災三

者連絡会議が設置されております。今年度は、三者連携による帰宅困難者徒歩

訓練を大崎第一地区、品川第二地区で実施をいたしました。今後、こうした訓

練に他の事業者も参加できるように、東京商工会議所などを通じて広く呼びか

けてまいります。ご提案の協力事業者の登録制度につきましては、今後、具体

化を検討してまいります。 

 次に、災害救援ベンダー自販機についてですが、当面、自販機の転倒防止対

策に力を入れてまいりますが、設置した場合の課題や他の自治体の例も参考に

しながら、課題として検討してまいります。 

 最後に、耐震改修の促進についてのご質問にお答えを申し上げます。耐震化

の促進に関する国の施策の方向性は、議員ご指摘のように、今年７月の新潟県

中越沖地震の被害状況をかんがみまして、支援を受けるのに必要な条件の緩和

を含め、新たな施策の検討を進めていると聞いております。区といたしまして

は、現在策定中の耐震改修促進計画について、国の施策の動向を見据えながら

作業を進めるとともに、新たな支援策もあわせて検討してまいります。 

 また、地震に強いまちづくりを次世代へとつなげるための取り組みですが、

区といたしましてもあらゆる機会をとらえて防災情報を発信し、若い世代との

関係のある部署とも連携して工夫を凝らしてまいりたいと思っております。 

 その他の質問につきましては、各事業部長よりお答えをさせていただきます。 

                 〔教育次長長田正君登壇〕 

 

 

 



◯教育次長（長田正君） 

 私からは、いじめ・丌登校と子どもの人権を守る取り組みについてのご質問

にお答えいたします。 

 まず、本区の丌登校の現状と傾向についてでございますが、平成 18 年度の丌

登校児童・生徒数は、小学校 42 名、中学校 127 名でございまして、前年度より

小学校で５名、中学校で 14 名ふえてございます。丌登校の原因といたしまして

は、無気力等きっかけがはっきりしないケースが全体の 33％、友人関係をめぐ

る問題が 18％でございました。特に親子関係をめぐる問題が増加傾向にござい

ます。 

 次に、新たな丌登校生徒の居場所づくりについてのご提案でございますが、

本区では、マイスクール八潮のほかに、荏原第二中学校の相談学級で丌登校生

徒を受け入れてきてございます。両施設とも丌登校児童・生徒の受け入れ体制

を充実するため、移設も含めスペースの拡充等について検討をしているところ

でございます。丌登校児童・生徒の対応といたしましては、議員ご指摘の受け

入れ施設をふやすということの前に、スクールカウンセラーを十分活用し、ま

ず早期発見、早期対応など未然防止に努めるとともに、学校復帰率を高めるこ

とが何より重要であると考えております。 

 次に、メンタルフレンド訪問事業のご提案についてでございますが、既に東

京都教育相談センターが学生スタッフを学校、家庭等に派遣し、相談・助言等

の援助を行うアドバイザリースタッフ派遣事業を実施しております。また、東

京都よりマイスクール八潮を拠点とした訪問支援員が派遣されております。昨

年度は、訪問支援を受けた２名の引きこもりの生徒が学校復帰したところでご

ざいます。引きこもりの子どもへの対応につきましては、こうした制度の一層

の活用を図ってまいります。 

 次に、子どもの人権を守るための公的第三者機関の設置についてのご提案に

お答えいたします。子どもの人権を守ることに関しましては、子どもの権利条

約の理念を基本に、18 歳未満の子どもたちを権利を行使する主体として尊重し、

生きる権利、生き生きと元気に成長していく権利を実現するための施策を実施

していくことが求められております。 

 区といたしましては、学校、教育委員会、子育て支援を担当する部署が十分

に連携協力し、乳幼児から青尐年まで、次の時代を担う子どもたちの人権の尊

重と健やかな発達をめざしてまいります。子どもの人権を守る公的な第三者機

関の設置につきましては、国や東京都の施策の動向にも注目しつつ、今後の研

究課題とさせていただきます。 

               〔区民生活事業部長田中実君登壇〕 

 



◯区民生活事業部長（田中実君）  

私からは、緊急地震速報の利活用についてのご質問にお答えいたします。 

まず、区民への周知徹底についてでありますが、緊急地震速報は適切に活用す

れば地震の被害を尐なくすることができると認識しております。まだ区民に十

分周知されている状況になっていないことから、「広報しながわ」の９月１日

号の防災特集号の中で紹介したり、気象庁が作成したリーフレットを図書館や

地域センターなどで配布しております。また、図書館には啓発貸し出し用のＤ

ＶＤも用意しているところでございます。今後は、「広報しながわ」で定期的

に掲載するとともに、各地域や町会で行われる訓練等の機会を活用して積極的

に広報してまいります。 

 次に、緊急地震速報を取り入れた防災訓練の実施についてですが、通報から

発災までの時間が短いことから、放送を聞いた際に機敏に行動するためには、

事前の訓練が何よりも重要と考えております。区では去る９月３日に、総合庁

舎と立会小学校、五反田保育園におきまして訓練を実施し、来庁者や子どもた

ちの安全確保について検証いたしました。今後、区が主催して行う地区訓練や

小中学校等での訓練においても、緊急地震速報対応訓練を取り入れていきたい

と考えております。 

 なお、大規模な民間集客施設の訓練につきましては、各事業者がそれぞれの

施設に適合した訓練を計画するのが基本ですが、区としても、区民の被害軽減

のため、積極的に各事業者や施設に働きかけてまいります。 

 次に、区における活用計画についてでありますが、今定例会に受信装置配備

を計上した補正予算の審議をお願いしているところでございます。この受信装

置は、ＮＨＫの地震速報が東京地方と広域的な予報にとどまるのに対し、品川

区に限定したより具体的な地震の揺れの強さ、到達時間が予測できるものでご

ざいます。総合庁舎や小学校等幾つかの施設に試験的に設置して、その成果等

を検証してまいります。 

 なお、ご質問の全国瞬時警報システムは、津波警報や弾道ミサイル発射情報

等といった事態に関する緊急情報を人工衛星を用いて送信し、区市町村の同報

系防災無線を自動起動させて住民に伝えるというものでございます。このシス

テムの地震についての活用については、時間的制約等幾つかの課題が残されて

いることから、十分に検討してまいりたいと考えております。 

 最後に、ケーブルテレビ品川との連携についてでございますが、ケーブルテ

レビ品川では、10 月１日から区内の一般家庭や事業所向けに緊急地震速報のサ

ービスを開始する予定でございます。このサービスはＮＨＫ等のものとは異な

り、テレビ画面により速報を伝えるものではなく、小型の専用端末機器により、

光の点滅とともに音声で予測震度と猶予時間を実際の地震到達までカウントダ



ウンしながら告知することに特徴があります。また、ＣＡＴＶ網を活用した一

斉同報配信であることから、その他の事業者のサービスと比べて、即時に多数

の世帯に危険を知らせることができる大きな長所を持っております。ケーブル

テレビ品川では、９月下旪より区民チャンネルなどにおいてこのサービスの宣

伝を行うとしております。区も、安全で安心な地域社会をめざす観点から、こ

のサービスの実際の効果を庁舎内に設置したモニター端末機器によって把握し

つつ、ケーブルテレビ品川と連携して周知に努めてまいります。 

 

 


